
重点プロジェクト計画概要一覧表（中国四国ブロック）（平成31年度）

鳥取県 1 水稲主食用品種
「星空舞」の実態
把握と品質収量の
高位安定化のため
の解析

Ｒ１ ～ 1 作物 ○地域の現状や課題
　中生品種「きぬむすめ」は、穀物検定協会の特Ａ評価を再取得し、県内の作付も増加し（平成
30年：3,579ha）、品質も概ね良好（平成30年１等米比率：81.2％）であり、本県の主力品種となっ
た。しかし早生品種の「コシヒカリ」の品質低下が顕著となっている。（平成30年；5,135ha,１等米
比率：32.1％）
　このような状況下において、長年早生熟期の品質向上が求められており、その期待を受けて、
平成30年度に奨励品種に「星空舞」が採用された。「星空舞」は「コシヒカリ」と「きぬむすめ」の中
間熟期であり、高温登熟耐性に優れ、平成30年高温下の現地試験でも１等米比率は80％を超
え、収量は「コシヒカリ」と同等以上であった。しかし、緩効性基肥施肥の適応性や一部で生育旺
盛になったことによる食味低下事例が見られ、今後の産地拡大の上で懸念材料となっている。
  そこで、県内全域で、①標高別適応性②緩効性基肥適応性③穂肥Ⅱ時の葉色診断による施
肥量調節を行い、「星空舞」の実態を明らかにし、県内に波及可能な標高適応性などの栽培技
術を検討する。
○目標を達成するための活動方法
　１　全県および各ＪＡごとに担当ＪＡ指導員、普及指導員、農業試験場研究員、県生産振興課、
農業革新支援専門員などが中心となったプロジェクトチームを結成する。このチームで以下の普
及活動を展開する。
　２　具体的な普及活動
　１）　県内３ＪＡに設置した実証ほにおいて、ほ場調査等により実態を把握する。
　２）　標高および緩効性基肥適応性について収量・品質・食味などから判断する。
　３）　再現可能な、収量・品質・食味確保のための栽培方法について、解析する。
○普及活動の目標
　１　実態把握
　　　標高および緩効性基肥適応性の検証と収量・品質・食味向上のための要因解析
　２　実態把握を基にした栽培技術の改変
　　　実態把握を基にしたブランド力向上のための栽培技術の改変
　３　県内他地域への波及
　　　栽培研修会や技術情報等を通じ県内他地域への波及を図る

全農とっとり、県下
３ＪＡ、鳥取県産米
改良協会、鳥取県
農業試験場、各農
業改良普及所

島根県 2 集落営農組織の
経営多角化実践
のしくみづくり

H28 ～ 31 都道府県が定める
分野（集落営農）

○市町村と連携し塾方式により継続的に学びながら集落ビジョンづくりと経営多角化に向けたプ
ラン作成の活動を支援する。併せて、その実践をモデル集落を設定しながら支援する。また、経
営の多角化事例等の調査研究を行い、経営改善に向けた総合的な支援を行う。

ビジョンづくりの講
座開設やその実践
を市町村、ＪＡ、特
定農業法人ネット
ワークで連携して
支援する

-

島根県 3 有機栽培技術の
確立・普及

H28 ～ 31 持続可能な農業
稲作
野菜

○県では、「有機農業推進計画」に基づき有機農業を推進している。
○水稲では、平成26年度から機械除草を軸とした栽培技術実証ほを活用しながら、現場にあっ
た技術確立の普及に取り組んでいる。さらに安定収量を維持できる技術改善を研究部門とも連
携しながら取り組みを進める。、
○野菜では、現地調査や実証ほ等を通じて、優良技術、技能の収集や栽培技術上の課題の把
握に努めるとともに、関係機関と連携してその課題解決に向けた取り組みを進める。また、技術
指導者の有機野菜栽培の基礎的な知識・技術の早期習得を図るために各農業普及部単位に
調査研究ほを設置し運営支援を行う。

試験研究で開発さ
れた技術を現地実
証しながら販売対
策も含めてＪＡと連
携を図る。 -

島根県 4 高品質な「つや
姫」の栽培推進

H28 ～ 31 稲作 ○温暖化により県内の水稲主力品種の品質が低下し、コシヒカリに替わる品種としてＨ２４年から
「つや姫」の本格導入が始まり卸からの引き合いも強く、その要望に応えるべく品質向上と栽培
面積拡大を図る必要がある。
○県内各産地でつや姫マイスターを募集し、地域の技術向上の拠点生産者と位置づけ普及展
示を図る。
○また、品質向上の具体策として、ふるい目１．９ｍｍ、食味値の測定、統一資材での栽培技術
向上など早期の技術定着を図る。

試験研究で開発さ
れた技術を現地実
証しながら販売対
策も含めてＪＡと連
携を図る。 -

島根県 5 儲ける産地の育成
による園芸の再生
プロジェクト

H28 ～ 31 野菜 ○新規就農者の確保による産地活性化を目的に、リースハウス事業を活用した産地育成の取り
組みが進みつつある。この事業を活用した新規就農者は、比較的経営規模が大きいことから、
技術と経営野両面から支援が必要である。
○中山間地域でのミニトマト、平坦地でのイチゴ栽培の技術指導では、ＩＣＴを活用した画像分析
や環境計測を行いながら適切な普及活動手法の調査研究も併せ行う。
○各地域の野菜栽培の中心的経営体を対象に、生産性向上、コスト低減、省力化対策等を指
導し、経営改善を支援する。

試験研究で開発さ
れた技術を現地実
証しながら販売対
策も含めてＪＡと連
携を図る。 -

島根県 6 ぶどう産地の再生 H28 ～ 31 果樹
経営

○本県ぶどうの主力品種デラウェアは、生産者の高齢化や燃油、資材の高騰等による収益性低
下により、栽培面積の減少が続いている。
○そこで、デラウェア優良系統への改植を推進するとともに、複合品種としてのシャインマスカット
等の大粒系品種の生産拡大と品質向上、新規団地育成等に取組み、ブドウ産地の再生を図
る。
○新規就農者等の労力不足対策として、障がい者福祉事業所と農家による農福連携の仕組み
づくりを支援する。

試験研究で開発さ
れた技術を現地実
証しながら販売対
策も含めてＪＡと連
携を図る。
農林高校での優良
系統の苗木育成を
産学官連携で取り
組む。
市、ＪＡ、ＮＰＯ法
人、社福協による
地域農福連携推
進協議会の活動を
支援する

-

島根県 7 西条柿の生産安
定とあんぽ柿の生
産拡大による産地
維持

H28 ～ 31 果樹 ○西条柿の気象被害を最小限に止めるとともに、平年収量の安定確保を支援する。また新規
リース団地整備を支援し関係機関と共同で担い手の確保を図る。
○経営の安定に向けて、市場からの要望も強いあんぽ柿の生産拡大にＪＡ、生産者と一体となっ
て取り組む。

試験研究で開発さ
れた技術を現地実
証しながら販売対
策も含めてＪＡと連
携を図る。

-

島根県 8 トルコギキョウ産地
を支える中心的経
営体の育成

H28 ～ 31 花き ○トルコギキョウの生産者は、新規就農者が誕生する一方で、高齢化等によるリタイアもあり、生
産は伸び悩んでいる。
○そこで、担い手の確保と共に、苗の安定供給、秋だし栽培栽培等の向上支援を図りながらモ
デルとなる経営体を育成しながら産地の拡大を推進する必要がある。

試験研究で開発さ
れた技術を現地実
証しながら販売対
策も含めてＪＡと連
携をとりながら普及
を図る。

-
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島根県 9 耕畜連携推進によ
る飼料の生産利用
拡大

H28 ～ 31 畜産
稲作

○飼料価格の高騰や子牛価格の低迷、飼養農家の高齢化から飼養頭数の減少が続き、「しま
ね和牛」の生産基盤の弱体化が進行している。このため、放牧等を中心とする、子牛の低コスト
生産技術・体制の確立・普及により、経営規模の拡大、集落営農組織や企業参入等の新たな担
い手の確保を進める。あわせて、水田や耕作放棄地を活用した、飼料米、稲WCS、稲わら、飼
料作物等の地域内自給飼料生産・供給体制を構築するための調査研究を行い、拡大を図る。
○ＷＣＳ用稲の省力・栽培技術の確立に向け実証ほを設置し直播栽培による作業性、経済性の
調査、検討を行う。また、供給体制の整備のためコントラクター組織の育成・設立支援を行う。

市町村、ＪＡととも
に飼料生産から供
給に係る畜産農家
と耕種農家の連絡
調整体制を構築す
る

-

岡山県 10 学習支援システム
の拡充と担い手育
成事例づくり

H31 ～ R2 果樹 ・担い手育成を目的に作成した学習支援システムは、30年度から普及指導員、農大生、ぶどうの
実務研修生で活用され、学習効果や内容は概ね評価されている。
・さらに学習支援システムを新規就農者、実務研修生などの担い手育成に役立てる。
・対象品目
　　ぶどう（ピオーネ）
　　もも（おかやま夢白桃）

普及指導センター
の協力を得て、シ
ステムの内容を検
証し拡充を図る。
また、システムを活
用した担い手育成
事例づくりに取り組
む。

岡山県 11 アスパラガス追加
立茎による春芽増
収を目指した栽培
方法の確立

H31 ～ R3 野菜 ・アスパラガスの春芽は、夏芽に比較して単価が高く収穫作業も容易であり、また県産アスパラガ
スは品質も高く市場からも出荷量の増加を求められている。しかしここ数年、斑点性病害等によ
る早期落葉の影響もあり、春芽の出荷量が伸び悩んでいる。
・そこで、追加立茎により秋期に健全な茎葉を確保し、当年の夏芽、翌年の春芽収量に及ぼす
影響を調査し、春芽増収を目指した栽培方法を確立する。

普及指導センター
担当者とプロジェク
トチームを組んで、
栽培方法の確立を
図る。

岡山県 12 地下水位制御シス
テム（ＦＯＥＡＳ）に
よる露地野菜の適
正な地下水位管理
方法の確立

H31 ～ R2 普通畑作物 ・ＦＯＥＡＳ導入ほ場での地下水位制御が、土壌物理性並びに露地野菜の生育・収量に及ぼす
影響を調査し、技術導入によるメリットを明らかにするとともに、効果的な地下水位制御方法を検
討する。

普及指導センター
担当者とプロジェク
トチームを組んで、
露地野菜の適正な
地下水位管理方
法の確立する。

広島県 13 メガ経営体に対す
るキャベツ安定生
産支援

H30 ～ 32 野菜 ・広島県では県域でキャベツ産地の育成に取り組み，栽培面積10ha以上の大規模経営体を中
心とした生産構造の確立を目指している。
・Ａ経営体は，H26年にキャベツを本格導入，100ha規模を目指し急速に面積拡大中。周年生産
のため県内広域の圃場で生産している。
　効率的な管理体制の構築と圃場生産性の向上を図り，大規模省力栽培の経営モデルとする。

各ＪＡ
関係市町
実需者（販売業
者）
　普及組織は農業
革新支援担当と各
地域を所管する西
部，東部，北部の
農業技術指導所と
が連携して普及活
動を展開。特に，
収量向上への進
捗管理と，基本技
術徹底モデル圃
場での5t取りの実
証，新技術導入を
支援する。

広島県 14 大規模レモン栽培
モデル経営体の育
成

H30 ～ 32 果樹 ・広島県では「レモン22億円産地計画」のもと，水田や遊休農地を活用したレモン団地を整備
し，実需者ニーズに応える生産体制を確立することで,需要が高まっている広島県産レモンの供
給拡大を目指している。
・大崎上島町において，Ｂ法人は，大規模レモン専作経営を目指し，H29年2月に設立された。
H30年春に定植した園地のうち1.0haは水田に客土して栽培をしている。早期成園化を支援し，
大規模省力栽培の経営モデルとする。

ＪＡ広島果実連
ＪＡ
関係町
実需者（加工業
者）
　普及組織は農業
革新支援担当と西
部農業技術指導
所とが連携して普
及活動を展開。特
に，早期成園化に
向けた作業進捗管
理と，モデルほ場
での単収４ｔ取りの
実証を支援する。

広島県 15 ナシ低樹高ジョイ
ント栽培を核とした
大規模ナシ経営体
の再興

H31 ～ 33 果樹 ・世羅町では，ナシの大規模法人経営が行われて，55年以上が経過し，一部の圃場では高樹
齢化に伴う生産性の低下がみられている。
・生産性が低下した園地では，剪定方法の改善などの樹勢回復のほか，補植が行われている。
これらを支援し，収益性の改善に取り組む。
・大規模改植圃場では，ナシＪＶトレリス仕立てに取り組み，試験研究機関との連携活動及びモ
デル樹育成支援を行う。これにより樹形の斉一性を確保し，早期成園化を実現する。

ＪＡ広島果実連
ＪＡ
関係町
農園
　普及組織は農業
革新支援担当と東
部農業技術指導
所とが連携して普
及活動を展開。ナ
シＪＶトレリス仕立て
栽培の新植により
生産性の向上を支
援する。

山口県 16 やまぐちオリジナ
ルリンドウ「西京シ
リーズ」の生産拡
大

H30 ～ 32 花き ○山口県では極早生のリンドウ｢西京の初夏｣を始め、「西京の涼風」「西京の夏空」とオリジナル
リンドウを育成している。従来品種と比較して、西南暖地である本県においても株の残存率が高
く、本県全域の水田転作作物として期待されている。
このため、花き経営における安定的な所得確保等を図るため、高温耐性の特徴を持つリンドウの
産地の拡大に取り組み迅速な普及拡大を目指す。
○県内の花き市場と連携し、シリーズの特徴である国内で最も早い出荷時期を活かした販売方
法を検討し、情報交換会を通して実需者への利用推進を図る。
○「西京シリーズ」の栽培面積４haを目標（H32）とする。

・花き市場と連携
し、シリーズの特徴
である販売時期を
活かした出荷規格
を検討し、情報交
換会を通して実需
者への利用推進を
図る。
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山口県 17 やまぐちオリジナ
ル野菜「はなっこ
りーＥ２」の生産拡
大

H30 ～ 32 野菜 ○「はなっこりー」は山口県のオリジナル野菜として、県内全域で栽培されている。
○既存の「はなっこりー」は収穫調製作業に多くの時間を要すなど、産地拡大の阻害要因として
の課題があった。
○そこで、山口県農林総合技術センターが早生で調製作業が軽減できる新系統「はなっこりーＥ
２」を育成した。
○今回、各地に「はなっこりーＥ２」の実証ほを設置し、地域適応性を確認するとともに、栽培技
術の確立や普及拡大を図る。

・全農山口県本部
や関係農協と連携
し、新系統の地域
適応性の検討や
栽培技術の確立と
普及を図る。

山口県 18 「恋の予感」をモデ
ルとした結びつき
米の強化体制の
確立

H30 ～ 32 稲作 ○「恋の予感」は、高温条件下でも品質低下しにくい品種として、平成29年に奨励品種に採用さ
れ、平成30年から本格的な栽培が開始される。　　　　　　　　　　　　○当品種の普及を促進する
ため、特性が発揮できる肥料の確認や既存の暦等の突合による安定栽培技術の検証、展示圃
の設置による地域認知度の向上等を図る。　　　　　○また、地域での育苗、共同乾燥施設の利
用等の課題を整理し、地域の生産体制の整備を目指す。

・全農山口県本部
や関係農協と連携
し、生産販売対策
を講じ、当品種の
普及を図る。

徳島県 19 野生鳥獣による農
作物被害軽減対
策の推進

H29 ～ 31 鳥獣害対策 ○地域の現状と課題
・これまで、積極的な侵入防止柵の整備を行ってきたが、その効果については、地域住民の高
齢化、後継者不足から集落ぐるみの取り組みが困難だったり、集落の合意形成に時間を要する
事案が散見され、十分な効果を上げていない。
○目標を達成するための活動方法
・鳥獣対策研修会、現地指導により、関係機関担当者のスキルアップを図る。
・集落のリーダーを育成し、地域ぐるみの被害防止活動。侵入防止柵の設置、有害捕獲対策を
実施する。

□地域支援セン
ター、市町村、JA
○関係機関との役
割分担
市町村各種協議
会及び鳥獣専門
員、研究機関と連
携して対策を広域
的に推進する。

（国）獣害に打ち勝
つ「地域力」強化
事業

徳島県 20 集落営農の推進 H29 ～ 31 担い手育成（経
営）

○地域の現状と課題
・「集落営農」は農村の高齢化・担い手不足が深刻化する中、地域の農地・農業を維持・発展さ
せるため地域内の農業者等が話し合いを行いみんなで効率良く農業を行うために設立する組
織であり、本県農業の重要な担い手として位置づけられている。
今後、各圏域において本県の将来モデルとなり得る新規組織の設立を推進するとともに、既存
組織の経営改善・安定化に向けた取り組みを支援する必要がある。
○目標を達成するための活動方法
　・耕作放棄地減少、野菜増産を視野に入れた農業の維持発展のため、集落営農モデル組織
の設立と既存組織の運営支援を行う。

○地域支援セン
ター、市町村、Ｊ
Ａ、農業会議等
○関係機関との役
割分担
・市町村が各種施
策・事業の総合窓
口、地域センター・
市町村が現場調
整、ＪＡ・農業会議
は設立支援を担
う。

徳島県 21 徳島型水田農業
の推進

H29 ～ 31 土地利用型作物
（米）

○地域の現状と課題
本県の稲作は水田面積の６０％、農業粗生産額の１割を占め、農業経営の中核としてはもちろ
ん、農地の維持管理や、ブランド化された園芸品目の裏作としても大きな役割を持っている。
○目標を達成するための活動方法
農業者の高齢化による担い手の減少が進むことが予測される中、これらの役割を維持していくこ
とが課題となっており、集落営農等の大規模な水稲経営体の育成を実現する。
平成２９年産を最後に「行政による米の生産数量目標の配分」は廃止され、平成３０年産からは、
生産者や集荷業者等が、自らの判断で米の生産量を判断するようになる。
米の需給・価格の安定を図っていくためには、主食用米から飼料用米をはじめとする非主食用
米に転換する取り組みを継続する。

○地域支援セン
ター、ＪＡ全農とくし
ま、米集出荷団
体、ＪＡ、国地域セ
ンター
○関係機関との役
割　　・ＪＡ全農とく
しま・米集出荷団
体は、飼料米集荷
体制の構築を、ＪＡ
は栽培指導を、国
地域センターは制
度説明をそれぞれ
役割分担し、飼料
用米の生産を普及
する。

（国）戦略作物生
産拡大支援事業

徳島県 22 稲ＷＣＳ高品質生
産技術及び供給
体制の確立

H29 ～ 31 畜産 ○地域の現状と課題
畜産農家では、地域で生産される未利用資源（稲わら）や自給飼料等水田等を活用した飼料生
産が行われているが、水田では、米の需給・価格の安定を図るため、主食用米から飼料用米を
はじめとする非主食用米に転換する取り組みが行われつつある。作業受託組織による耕畜連携
を図るためには、経営規模の大規模化とともに機械化による低コスト化が重要となる。１戸当たり
の作付け面積が狭小な本県の場合、耕畜連携を推進するためには、中山間地域におけるモデ
ル事例を確立することで、耕畜連携促進への近道と考えられる。
○目標と達成するための活動方法
耕種農家と畜産農家の連携を強化するため、稲ＷＣＳ生産技術の確立、作業受託の体制整備
支援など、高品質飼料生産技術や供給体制を確立することで、畜産振興を図る。

経営推進課、畜産
振興課、畜産研究
課、ＪＡ、畜産協
会、コントラクタ組
合等
・畜産研究課：飼
料成分分析、WCS
の高品質化
その他：コントラ組
織の設立

徳島県 23 ６次産業化の推進 H29 ～ 31 ６次化 ○地域の現状と課題
６次産業化実践農業者や志向農業者に対して、これまで研修会を行っているが、加工専用の施
設を持たないため、実習は行わずに座学中心の研修会を実施しており、商品開発研究が出来る
施設を求める声があった。２９年度に「６次産業化研究施設(仮称)」が、食品加工の研修や６次産
業化商品の試作を農家が行えるように開かれた施設として整備される予定であるため、今後、農
業者が積極的に施設を利用しながら６次産業化商品の開発・改良を行えるよう、体系的な支援
を行う必要がある。
○目標を達成するための活動方法
「６次産業化研究施設オープンラボ」を活用した本県農産物の新たな６次産業化商品の開発及
び既存商品の改良を行う。

○農産園芸研究
課、工業技術セン
ター、もうかるブラ
ンド推進課、吉野
川高等学校
○関係機関との役
割
・加工特性の成分
分析
　大学、工業技術
センター
・特性を生かした
加工品開発
　加工業者、高校
等
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徳島県 24 れんこん産地への
支援

H29 ～ 31 園芸（野菜） ○地域の現状と課題
 近年、温暖化等の異常気象により、れんこん産地においては腐敗病の多発、台風被害、カモ被
害、カメ被害による収益性の低下が課題となっており、その対策が急務となっている。　カモ・カメ
被害については、対策技術を開発中であり、数年後の実用化が見込まれるが、台風被害につい
ては、一部有望品種への切り替えが効果的と考えられる。

○目標を達成するための普及方法
県が育成したれんこんの新品種の普及について検討するとともに、有望品種増殖と普及のため
の体制づくりを図る。

○地域支援セン
ター、ＪＡ、県行
政、試験研究、大
学等
○大学、ＪＡと連携
し、新技術、新品
種の導入を検討す
るとともに、出荷協
議会等を通して農
業者への技術普
及を図る。

（国）園芸作物生
産転換促進事業

徳島県 25 野菜栽培環境整
備の支援

H29 ～ 31 園芸（野菜） ○地域の現状と課題
・毎年、集中豪雨や長期の晴天などの気象要因に起因する過湿、乾燥による野菜の計画的な
栽培に支障をきたす事例が多くみられる。生産者は明渠、高畦等の排水促進や畦間潅水等の
対策を行ってきたが、栽培毎の作業となるので、労力が過酷であり、また過湿、乾燥被害の軽減
効果が十分みられない場合がある。
　
○目標を達成するための活動方法
・近年、省力的な圃場の過湿や乾燥の防止、軽減を目的とした新技術が開発されている。
　一定の土木工事を必要とすることから経費負担が必要であるが、施工後の生産者の労力が大
きく軽減され、過湿、乾燥被害の軽減や作期の拡大などの効果が認められている。
　そこで、新技術の導入を推進し、本県のブランド野菜の長期的な生産安定と産地振興を図るた
め、栽培環境整備の技術的支援を行う。

○関係ＪＡ、地域支
援センター、西日
本農業研究セン
ター、(株)中四国ク
ボタ、(株)パディ研
究所
○役割分担　関係
ＪＡ:栽培指導　地
域支援センター:栽
培技術､担い手育
成支援　民間：施
工支援

（県）現場課題トー
タルサポート実装
促進事業
（県）とくしまブラン
ド産地リノベーショ
ン事業

徳島県 26 施設園芸産地の
強化

H29 ～ 31 園芸（野菜） ○地域の現状と課題
県内では、古くから施設園芸が行われてきたが、冬期温暖化や秋雨前線の長期滞在による日照
不足など、例年にない異常気象により、出荷量が不安定となり、農家の経営所得に大きな打撃を
与えている。このため、近年、県内の生産者は、もうかる農業を実現するために、環境制御技術
に着目し、環境測定装置※(プロファインダー等）や炭酸ガス施用機を導入し、収量の向上を
図っている。
しかし、それらの高度環境制御技術の導入は、個々の生産者毎に進めており、生産者間の情報
共有がないため、産地全体としての県内の気象条件に合った制御が確立されていない。また、
生産者が独自に決定している環境制御基準は、経験や勘に裏打ちされたものであり、植物の状
態を計測して根拠立てたものでないため、再現性の低い技術となっている。

○目標を達成するための活動方法
　既に導入している生産者から収集したデータより最適な温室内の環境制御値を探索するととも
に、新たに導入する生産者への波及すると供に、栽培状況の共有化や産地全体の栽培技術水
準（収量・品質）の向上につなげ、所得向上を図る。

農産園芸研究課
徳島県養液栽培
研究会
徳農種苗(株)

徳島県 27 果樹の産地再編・
強化

H29 ～ 31 園芸（果樹） ○地域の現状と課題
近年、温暖化等の異常気象により、カンキツ産地においては果実の浮皮症状や貯蔵性の低下
などが見られ、その対策が急務となっている。
また、産地の栽培面積は、担い手の高齢化等により年々減少しており、特に中山間地域では、
過疎化等により収穫期等の農繁期において雇用労働力を各農家で確保する事が困難となって
いる。

○目標を達成するための活動方法
温暖化に対応できる新品種・品目導入を検討するとともに、異常気象に耐えうる対策技術の普
及推進を図る。
また、先進的に阿南・那賀地域で取り組まれている無料職業紹介事業を核とした「労働力補完シ
ステム」の仕組みを県域にも推進し、産地強化を目指す。

関係地域農業支
援センター、農産
園芸研究課、とくし
まブランド推進機
構、JA全農とくし
ま、関係JA
・上記の関係機関
と新技術・新品種
の導入を検討する
とともに、地域に
あった生産・販売
体制の構築を図
る。

（県）とくしまブラン
ド産地リノベーショ
ン事業

徳島県 28 洋ラン生産者の経
営安定

H29 ～ 31 園芸（花き） ○地域の現状と課題
洋ランは徳島県の花き生産額の約半分を占める重要品目である。しかし、苗の導入から開花ま
で３年程度の長期間を要することに加え、ハウス加温や山上げ作業などの経費や労力負担が大
きいため、近年の市場価格低迷により厳しい経営を迫られている。
　特に、シンビジウムでは需要が多く高単価が期待できる年末に出荷するため冬期の高夜温管
理や山上げによる暑熱対策を行っており、省エネルギー暖房技術や、地球温暖化に対応した山
上げ作業など、周年を通じた温度管理への技術的な対策が必要となりつつある。
　一方、経営面においては、県内洋ラン生産者組織である「徳島県洋ラン生産者連絡協議会」、
若手シンビジウム生産者組織である「阿波洋らん青年倶楽部」が、県産洋ランのＰＲ活動、市場
関係者や消費者等との交流など産地活性化に向けた取り組みを行っている。
　
○目標を達成するための活動方法
そこで、本課題においては生産者組織による産地活性化の取り組みを支援するとともに、春先の
加温温度設定や循環扇の設定改善、夏期の暑熱対策など新たなハウス温度管理対策技術に
ついての普及性を検討する。

農産園芸研究課、
もうかるブランド推
進課、ＪＡ全農徳島
県本部
・農産園芸研究
課：ハウス温度管
理対策技術の普
及性検討
もうかるブランド推
進課、JA全農とくし
ま：生産者組織に
よる産地活性化の
取り組み支援

（県）現場課題トー
タルサポート実装
促進事業
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徳島県 29 果菜類（ナス、キュ
ウリ）における天敵
利用技術の普及

H29 ～ 31 野菜、持続可能な
農業

徳島県の園芸作物において、薬剤抵抗性のアザミウマ類、コナジラミ類等の発生が問題となって
おり、その防除には多大な労力を要している。全国的にもこれら微小害虫の薬剤抵抗性が発達
し、効果のある薬剤がなく防除に苦慮していることから、天敵を活用したＩＰＭに関するの研究や
普及の取り組みが注目されている。
　このうちナスやキュウリでは、近年ゴマなどの天敵温存植物（インセクタリープラント）を用いた土
着天敵タバコカスミカメの利用技術の研究が進んでおり、先進県では現場でも普及している。
○目標達成するための活動方法
・アザミウマ類、コナジラミ類の防除対策であるゴマを活用した土着天敵タバコカスミカメ等の利
用技術を関係機関と連携し、本県の生産現場に普及する。これにより、過度の農薬使用を防ぐこ
とで薬剤抵抗性の発達を抑制し、防除作業の労力軽減を図るとともに、安全安心かつ持続的で
安定的な農業生産の実現を図る。

○地域支援セン
ター。JA、資源環
境研究課。もうかる
ブランド推進課
○関係機関との役
割
地域農業センター
と関係JAと連携し、
天敵利用実証ほを
設置し技術の普及
を図る。また、資源
環境研究課、もか
るブランド推進と協
力し、天敵利用技
術に関する適切な
情報提供や天敵
の増殖・供給体制
の構築する。

（国）消費・安全対
策交付金

37 香川県 30 小麦「さぬきの夢
2009」の高品質安
定多収栽培体系
の確立

H28 ～ 31 普通畑作物    小麦「さぬきの夢2009」は実需者からの評価が高く、国内で最も高い価格で取引きされている
が、生産量が4,760tにとどまっており、需要量を確保するためには作付面積の拡大とともに単収
の向上が必要である。
　しかし、近年は収量が低下傾向にあり、この原因として、湿害の発生、土壌の理化学性劣化に
よる生育障害、播種適期の降雨や規模拡大に伴う播種期の遅延等があげられ、収量低下要因
の解明と安定多収生産技術の確立が緊急の課題である
　収量低下要因を解明し、高品質安定多収栽培法を確立することにより、小麦「さぬきの夢」の単
収向上を図り、麦作農家の所得向上と実需者ニーズに見合った高品質麦の生産量を確保す
る。

目標：小麦「さぬきの夢」の生産量 ７，０００ｈａ（平成３２年度）

計画概要
・多収阻害要因の実態調査と阻害指標の開発
・播種期別の高品質多収栽培技術の確立
・逆転畦立耕等湿害に強い栽培技術体系の確立
・播種前排水対策の検討

・県農業試験場
・県農業生産流通
課
・県農業改良普及
センター
・農研機構西日本
農業研究センター
（多収阻害要因）
・肥料メーカー（肥
効調節型肥料の
改良）
・農機メーカー
（アップカットロータ
リの改良）

(県)「さぬきの夢」
生産拡大事業

37 香川県 31 キウイフルーツの
生産向上対策へ
の支援、かいよう
病蔓延防止のため
の総合対策への
支援

H27 ～ 31 果樹 2014年に愛媛県でキウイフルーツかいよう病のPsa3系統が国内で初めて確認され、主産県でも
次々と確認された。本県でも2015年4月に確認され、今後被害が拡大すれば、「さぬき産フルー
ツ」を牽引するキウイフルーツに大きなダメージを与える懸念がある。
　そこで、かいよう病のPsa3系統の蔓延防止技術、防除対策技術を開発するとともに、発生圃場
のモニタリング調査や県育成品種等の耐病性評価による品種構成の見直しなど、総合的な対策
技術を確立する。

目標：新規発生園地数　　0ha（平成31年度）

活動計画
  ・蔓延防止及び防除対策技術の確立
  ・耐病性評価による有望品種の選抜
  ・開発された技術、品種の現地実証・普及
  ・改植支援、関係機関の連携調整、技術組み立て

・県農業試験場病
害虫防除所
・県農業試験場府
中果樹研究所
・県農業生産流通
課
・県農業改良普及
センター
・香川大学農学部
・香川県農業協同
組合

（国）革新的技術
開発・緊急展開事
業（地域戦略プロ
ジェクト）

37 香川県 32 ＩＣＴを活用したイ
チゴ生産技術支援
システムの開発支
援

H28 ～ 31 野菜 　本県のイチゴは、独自の「養液栽培システム（らくちん栽培）」を中心とする高設式養液栽培の
普及により、作業負担の軽減が図られるとともに、高品質安定生産に取り組むことで消費者や市
場からも高い評価をえている。近年、のれん分けによる新規就農や規模拡大する生産者も出て
きている。
　今後、本県のイチゴ生産を持続発展させるためには、収益性の向上とともに、農業を担う人材
を確保・育成する必要がある。そのためには、優良生産者の高度な生産技術のノウハウを次世
代に伝承すると共に、生産者相互が情報交換することで技術水準を高める取り組みが求めらて
おり、ＩＣＴを活用した生産技術支援システムの開発と実証を行う。

目標：ＩＣＴを活用したイチゴ生産指導支援システム構築と現場指導活動への活用

平成３１年度計画
１.開発システムの試験的運用と改修
２.温室環境・作業データの解析・検証
３.生産者グループ、産地全体へのデータ活用方法の検討

・農業経営課
・県農業試験場
・中讃農業改良普
及センター
・農業生産流通課
・ＪＡ香川県
・民間企業

（国）情報活用農
業推進事業（地方
創生推進交付金）

37 香川県 33 露地野菜品目に
おけるスマート農
業技術の確立と実
証

H31 ～ 32 野菜 　スマートの農業技術の発展は急速で、農業の農村の担い手労働不足を解消・緩和する技術と
して注目されている。
　しかしながら、露地野菜品目においては、北海道などの大規模畑作栽培で栽培さている野菜
に限定され、狭小な圃場や複雑な作業体系である西南暖地の野菜栽培で実用化されたもの
は、殆どない。
　そのような中、国は全国でスマート農業体系の確立を目指し、重点的な取り組みを行っている。
　本県では、スマート農業技術の開発・実証プロジェクトにおいて、都市近郊で加工業務用葉ネ
ギ栽培に取り組む大規模野菜経営体のスマート農業化に取り組むこととなった。

目標：
・自動直進操舵補助システムを用いた、施肥畝立てマルチ同時作業を行うことにより同作業時間
の縮減
・刈取りタイプの葉ネギ収穫機利用による収穫作業時間の縮減
・画像処理により葉ネギの生育診断とドローンによる追肥作業
・計画出荷支援システムの検証、高精度化

・農業経営課
・県農業試験場
・中讃農業改良普
及センター
・農業生産流通課
・ＪＡ香川県
・民間企業

（国）スマート農業
技術の開発・実証
プロジェクト事業



重点プロジェクト計画概要一覧表（中国四国ブロック）（平成31年度）

都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

活用事業

37 香川県 34 県オリジナル品種
の作付推進に向け
た支援

H28 ～ 32 花き   カーネーションおよびラナンキュラスは香川県の主要花きであり、他産地との差別化による優位
販売を行う上で、県オリジナル品種を中心とした生産拡大やブランド化に向けた販売支援が求
められている。
　そこで、県オリジナル品種である「てまり」シリーズおよび「ミニティアラ」シリーズを中心に、安定
生産や生産性向上に向けた栽培技術を確立し、生産者の収益性向上を図り、生産拡大につな
げる。

目標：県オリジナル品種の作付面積拡大

平成31年度計画
 ラナンキュラス
１．県オリジナル品種の開発と特性調査支援
２．生産性向上に向けた支援
３．販売促進やブランド化に向けた支援
カーネーション
１．生産性向上に向けた支援
２．販売促進やブランド化に向けた支援

・県農業試験場
・県農業生産流通
課
・県農業改良普及
センター
・香川県農業協同
組合

（県）かがわ花き産
業振興事業

37 香川県 35 スマート農業導入
による経営効果の
検討

H28 ～ 31 経営 　農業従事者の減少、高齢化に対応し、産地の維持・発展を図るためには、省力的かつ効率的
な農業生産の実現や新規就農者等への技術継承による経営の早期確立が喫緊の課題となって
いる。国においては、ロボット、AI、IoT等の先端技術を活用した「スマート農業」の社会実装を推
進している。スマート農業技術の活用には大きな期待が寄せらており、今後、本県においても導
入への需要や関心は高まると考えられる。
　そこで、スマート農業の活用による農業生産及び経営の効率化等について検討し、農業者の
目標達成や産地間競争に打ち勝つ力強い担い手の育成を図る。

目標：スマート農業を活用した総合的な生産指導支援システム構築と現場指導活動への活用

計画概要
１．スマート農業に関する知識・技術の習得
２．スマート農業（農業ＩＣＴシステム）の現地実証
３．生産者、関係機関の意向把握

・農業経営課
・県農業試験場
・県農業改良普及
センター

（国）情報活用農
業推進事業（地方
創生推進交付金）

37 香川県 36 オリーブ牛をはじ
めとした肉用牛の
生産拡大支援

H28 ～ 32 畜産 　全国的な肉用牛の供給不足のため子牛価格が高騰し、増頭が求められている。さらに、香川
県のブランド牛であるオリーブ牛の知名度向上に伴い増頭が求められている。しかし、高齢化や
労働不足などから生産基盤の強化が進んでいない。このことから、オリーブ牛を生産するため
に、生産基盤となる肉用牛繁殖牛の繁殖成績向上対策等により、県内肉用牛の生産基盤の強
化が緊急の課題である。
　そこで、オリーブ牛生産のもととなる黒毛和種繁殖雌牛の発育及び栄養度を測定し、飼養管理
状況を把握するとともに、関係機関と連携して繁殖性改善に向けた取組を行うことにより、肉用牛
の増頭を目指す。

目標：オリーブ牛生産効率の向上

（平成31年度計画）
１．経営状況のベンチマーク化
２．生産者へのデータの提示
３．繁殖状況の把握

畜産課
畜産試験場
（技術指導）
普及センター
（現地調整、繁殖
記録整理、管理技
術指導）
家畜保健衛生所
（衛生管理、繁殖
技術の指導）
ＪＡ
（登録、営農指導）
農業革新支援専
門員
（関係機関連携、
技術指導の総括、
施策提言）

愛媛県 37 周年出荷体制に
向けた優良中晩柑
品種の安定生産
対策の推進

H28 ～ 32 果樹 ○かんきつ周年供給体制強化のため、品種（甘平、愛媛果試第28号、ブラッドオレンジ）毎の課
題に応じた対策を講じ解決を図るとともに、消費者へのＰＲを徹底して産地強化を図り、農家所
得の向上につなげる。

JAえひめ南
宇和島市
愛南町
農林水産研究所
果樹研究ｾﾝﾀｰ
みかん研究所

果樹経営支援対
策事業
（県）夏季販売仕
向けかんきつ品質
安定化事業

愛媛県 38 「太天」の産地活
性化・ブランド化推
進

H26 ～ 33 果樹 ○高価格販売を可能とするブランド果実生産技術の開発・普及を目指す。
○ブランド力を高める流通方法に適合する輸送資材の開発や需要拡大のためのPR資材の作成
などを通して、将来的な海外展開も視野に入れた新たな生産・出荷体制を構築する。
○販売額目標：27,000千円（H33）

JA東予園芸
JA周桑
西条市
全農えひめ
道後温泉旅館協
同組合
えひめ産業振興財
団

地域コンソーシア
ム支援事業
新ふるさとづくり総
合支援事業

愛媛県 39 花木「ﾋﾞﾌﾞﾙﾅﾑ・ﾃｨ
ﾅｽ」「ﾋﾟｯﾄｽﾎﾟﾗﾑ」
の産地化推進

H27 ～ 31 花き 管内では、耕作放棄地の拡大を防ぐため、露地栽培で比較的栽培が容易であり、長期間収穫
が可能な花木「ﾋﾞﾌﾞﾙﾅﾑ・ﾃｨﾅｽ」及び「ﾋﾟｯﾄｽﾎﾟﾗﾑ」の生産を推進しており、栽培技術の確立・普
及と合わせて、出荷・販売体制の構築が求められている。そのため、関係機関によるコンソーシ
アムを設置し、大苗生産、整枝技術、鮮度保持技術等の実証・普及、流通方法の検討、需要拡
大と販促活動、販売体制の構築に取り組み、産地化を推進する。

JAおちいまばり
今治市
農林水産研究所
全農えひめ
(株)大田花き

地域コンソーシア
ム支援事業

愛媛県 40 加工用果樹の栽
培技術の実証と普
及

H26 ～ 32 果樹 ○加工用果樹（桃、栗、柿、びわ等）の安定供給を図るため、生産体制を整備するとともに、定コ
スト・省力技術の実証・普及や新品目の地域適応性等の検討を行う。

宇和島市
松野町
鬼北町
JAえひめ南
(株)源吉兆庵

(県）加工用果樹産
地化等実証事業

愛媛県 41 県酒米（しずく媛
等）ブランド化支援

H29 ～ 31 作物 産地コンソーシアム設立
○「しずく媛」等高品質安定生産技術により需要拡大を図る。
○消費者ニーズの把握と県産米を原料とした清酒のPR

愛媛県（農産園芸
課、経営支援課、
農林水産研究所、
産業技術研究所
等）、愛媛県酒造
協同組合(愛媛県
酒造組合)、全国
農業協同組合連
合会愛媛県本部、
愛媛県米麦振興
協会

新品種・新技術活
用型産地育成支
援事業
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都道府県名 番号 計画名 計画期間
分野

（複数可）
活動計画の要約

連携機関
（役割分担）

活用事業

愛媛県 42 新規品目の定着と
地域の活性化

H29 ～ 31 野菜 ○食用ホオズキの持つ特性を活かした商品戦略の検討、品種選定や地域に適した栽培マニュ
アルの作成、各種ＰＲ活動や加工品開発を地域一体となって推進して、食用ホオズキを地域活
性化に寄与する新たな地域特産品として育成し、地域の活性化を図る。

松野町
鬼北町
JAえひめ南
鬼北地区農業支
援センター

(県）食用ホオズキ
の郷づくり事業

愛媛県 43 絹かわなす産地強
化

H29 ～ 31 野菜・就農 ○生育状況等を調査・解析することで、高度な栽培管理技術の修得と優良系統の継承を図る。
○栽培動画マニュアルや栽培管理マニュアル等を利用し、栽培塾を実施することで、新規栽培
者の確保と栽培面積の拡大を図る。
○更なる販売促進や消費者との交流、規格外品を活用した加工開発等により、ブランド力の向
上と販売量の増加を図る。

西条市
JA西条

（県）絹かわなす産
地強化事業

愛媛県 44 やまじ王 H30 ～ 32 野菜 ○マルチ栽培により省力化及び高品質安定生産技術を確立する。
○栽培マニュアルやパンフレット等による啓発活動を行うとともに、セミナー等を実施することで、
新規栽培者の確保と栽培面積の拡大を図る。また、大量増殖法を用いて、早期にやまじ王への
品種更新を図る。
○愛媛ブランドを取得し、贈答用やまのいもの販売促進活動や消費者との交流、加工開発等に
より、ブランド力の向上と販路の拡大を図る。

四国中央市
ＪＡうま
藤田青果株式会
社等
（やまじ王生産振
興協議会を組織し
て推進）

(県)やまじ王産地
強化事業

愛媛県 45 中山栗の産地力
向上

H30 ～ 32 果樹 　地域の特産品である中山栗の生産量を確保するため、大玉で高品質な栗生産を目指したモ
デル園を設置し、収量が高く長期に渡り中山栗産地を維持できる産地づくりを推進し、産地力向
上に繋げる。

伊予市
JAえひめ中央
JAえひめ中央栗
部会
県果樹研究セン
ター

(県)中山栗産地力
向上促進事業

愛媛県 46 さといも産地の育
成

H30 ～ 32 野菜 ○水稲農家へさといも生産を推進し、生産技術の向上を図る。
○さといも生産に係る作業受託組織を育成し作用の機械化体系と省力化を図る。
優良種芋生産技術の確立と種芋配布に係る品質等ガイドラインを作成する。

宇和島市、鬼北
町、松野町
JAえひめ南
農林水産研究所

(県）宇和島圏域水
田利用さといも生
産振興事業

愛媛県 47 ぶどう産地力向上
支援

H30 ～ 31 果樹 ピオーネの着色促進、シャインマスカットの高品質および冬期出荷技術を確立し、ブランド力の
強化と産地の維持発展を図る。

内子町
JA愛媛たいき
果樹研究センター

(県）南予地域ぶど
う産地力向上促進
事業

愛媛県 48 花木「ﾋﾟｯﾄｽﾎﾟﾗﾑ」
等の産地化推進

H31 ～ R3 花き 新規栽培者の確保・育成や、苗を確保するための母樹園を設置して、栽培面積の拡大を図る。
また、生産から販売戦略までのマネージメントを関係機関が一体となって推進することにより、東
予一円に広がる花木産地のブランド化を図る。

東予地方局管内5
市町・6農協
農林水産研究所

（県）新花材ピット
スポラム等生産力
強化事業

愛媛県 49 新たなオリーブ産
地の育成

H31 ～ 33 果樹 ○栽培技術の実証を行い指導マニュアルを作成、新規生産者を確保等を行い生産拡大をを図
るとともに、新たな加工品開発や加工品の消費拡大を推進して、県内初のオリーブ産地を育成
し、地域の活性化につなげる。

今治市
JAおちいまばり
農林水産研究所

しまなみ産オリー
ブ特産化促進事
業

愛媛県 50 （新規局予算）伊
予柑を中心とした
柑橘産地復興モ
デル確立事業

H31 ～ 33 果樹 伊予柑栽培の超省力化技術を確立し、「果樹産地の体質強化」と「儲かる柑橘経営」を目指す。 松山市・東温市・
JA松山市・JAえひ
め中央、農産園芸
課、果樹研究セン
ター、中予局農村
整備課

（県）伊予柑を中心
とした柑橘産地復
旧モデル確立事
業

愛媛県 51 （新規局予算）
アジア野菜の新た
な産地「エスニック
タウン東温」の育成

H31 ～ 33 野菜 収益性が高く市場での優位性も期待できるパクチーの生産･販売体制の整備と産地化を図るた
め、関係機関による産地づくり戦略会議の開催、周年安定生産技術の実証、商品開発や利用
拡大に向けたワークショップの開催等を行う。

東温市役所
JAえひめ中央
県産業技術研究
所
生産者代表
マーケティングプラ
ンナー等

（県）東温パクチー
産地づくり事業

愛媛県 52 漬物向け野菜産
地振興

H31 ～ 33 野菜 ○漬物野菜生産拡大に向けたダイコン等の品種選定や輪作体系などの実証を行う。
○既存漬物のブラッシュアップや若者向け漬物の開発支援を行う。

久万高原町
道の駅
ＪＡ松山市
漬物製造業者

(県）久万高原の漬
物向け野菜産地
再興事業

愛媛県 53 新たな果樹産地づ
くりの推進

うち
（アボカドの新たな
産地化す新事業）

H31 ～ R3 果樹 ○アボカドの産地化を図るため、「アボカド産地化連携会議」を開催し、事業計画等について協
議する。
○栽培技術の確立を図るため、実証圃を設置し、調査結果を基に栽培指針を作成する。
○新規栽培者の掘り起こしや情報発信を行うため、セミナーの開催や県内外へのプロモーション
活動を行う。

愛南町
NPO法人
愛南地区青年農
業者協議会
南宇和高等学校

（県）新たな果樹産
地づくり推進事業
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愛媛県 54 新たな果樹産地づ
くりの推進

うち
（うめの里産地再
興支援事業）

H31 ～ R3 果樹 生産者の収益低下により衰退しているうめ産地の再興のため、
〇完熟果実の規格外品を有効活用した商品開発と販路開拓
〇収量アップを目指した栽培技術の普及（剪定技術の改善など）
〇新規出荷農家の育成
に取り組む。

松野町梅振興会
（株）松野町農林
公社
松野町

（県）新たな果樹産
地づくり推進事業

愛媛県 55 新たな果樹産地づ
くりの推進

うち
（フィンガーライム
産地づくり推進事
業）

H31 ～ R3 果樹 全国的な産地がなく希少なフィンガーライムについて新たな愛媛ブランドの産地化につなげる。 県（ブランド戦略
課、農産園芸課、
果樹研究セン
ター、みかん研究
所、支局地域農業
育成室・産地戦略
推進室）

（県）新たな果樹産
地づくり推進事業

愛媛県 56 新たな果樹産地づ
くりの推進

うち
（地域特産「川田
温州」の高品質連
年安定生産事業）

H31 ～ R3 果樹 糖度が高く、高単価が期待できる川田温州の連年安定生産技術を確立・普及し、産地の育成を
図る。

JAにしうわ
八幡浜市
県（農産園芸課、
果樹研究セン
ター、みかん研究
所、支局地域農業
育成室・産地戦略
推進室）

（県）新たな果樹産
地づくり推進事業

愛媛県 57 （新規局予算）高
級菓子用くだもの
育成・ブランド開発
事業費

H31 ～ H33 果樹 安定した原料供給を通じて（株）源吉兆庵とこれまで以上に連携を深めるとともに、栽培品種の
複数化等による農家の経営改善、加工用品だけでなく生食品の販売戦略検討による宇和島ブ
ランドの創造を図る。
１　「吉兆庵ファクトリーブランド促進協議会」の設立
２　高級菓子用くだもの生産コスト低減・高収量安定生産技術の開発と推進
３　高級菓子用くだものの育成及び開発
４　地域農産物のグローバル販売戦略の検討
５　新たな用途開発

宇和島市
松野町
鬼北町
JAえひめ南
(株)源吉兆庵

(県）加工用果樹産
地化等実証事業

高知県 58 環境制御技術導
入による産地強化

H30 ～ 31 園芸（野菜） ○高知県の園芸野菜においては高齢化、担い手の減少等により生産量・産出額の減少や生産
コストの急騰による所得の減少が課題となっている。
○このため高知県農業技術センターで開発された「促成ピーマンの炭酸ガス施用による増収技
術」をナス、ピーマン、シシトウ、キュウリ、ミョウガ、ニラ、トマトの県内主要７品目について、生産
現場に普及させるため、農業革新支援専門員及び環境制御普及推進員、普及指導員が中心と
なり、関係機関で構成したプロジェクトチームを結成し、現地実証を進めるとともに技術確立及び
普及を図る。
○県内５ヶ所の農業振興センターでは普及計画に重点プロジェクト計画を位置づけ、環境制御
普及推進員を設置し、環境制御技術の普及推進を図る。
○平成３１年度には増収１５～３０％の実証と炭酸ガス施用技術導入農家６００haを目標とする。

JA、先進農家、農
業技術センター、
安芸農業振興セン
ター、中央東農業
振興センター、中
央西農業振興セン
ター、須崎農業振
興センター、幡多
農業振興センター

（県）園芸戦略推
進事業（県）環境
制御技術普及高
度化事業（国）産
地パワーアップ事
業
（国）次世代施設
園芸推進事業
（国）次世代施設
技術習得支援事
業

高知県 59 ユズ産地の振興 H28 ～ 31 園芸（果樹） 　本県ユズは、国内の50％を産出しており、中山間農業の基幹品目となっている。大豊作を期に
果汁の過剰在庫を抱えたが、H27までの販路拡大対策等により、販売環境は一転し果汁が不足
基調となった。今後、本県が強みを発揮するためには、産出量50％以上を確保しながら、生産
拡大に見合う販売力強化が必要である。そこで、生産と販売を強化し、好循環生み出しながら安
定成長することを目指す。
○生産対策
　新植・改植の推進、優良系統の探索、産地での複製母樹園の設置、優良農地の確保と後継
者対策、輸出に係る技術支援
○
　国内外でのPR、販路拡大支援、県域での果汁需給調整支援

高知県ゆず振興
対策協議会（県、
市町村、JA、生産
者）

（国）果樹好循環
形成総合対策事
業

高知県 60 ６次産業化のすそ
野を広げる取り組
みとステップアップ

H30 ～ Ｈ32 ６次産業化 "○高知県では６次産業化に取り組む農業者等のすそ野を広げるとともに、農産物を活用した商
品開発や販路開拓等への総合的な支援により、農業者等の所得の向上や農村地域の活性化
を図ることを目的として取り組みを進めている。
○地域内流通から県域流通をめざす事業者を対象に専門家のアドバイスを受けながら、普及職
員により支援を行う取り組みを６次産業化支援チームとして県内20チームを立ちあげる。20の事
業者に対し、商品やパッケージデザインの改良、商品規格書の作成、販路先とのマッチング、事
業計画作成などへのアドバイスを行う。さらに、６次産業化セミナー実践コースでは、商品のブ
ラッシュアップへの支援を行い、販売力を強化した商品づくりをアドバイザーの支援により行う。
○Ｈ31目標
　・量販店等での販売開始事業者　2→3

ＪＡ、市町村等に
は、支援チームの
取組に対する補助
事業等の活用に
ついての情報提供
及び実践活動へ
の支援。
県工業技術セン
ター食品開発課に
は、加工品製造に
係る技術面での相
談を依頼。

（県）6次産業化普
及活動推進事業
（県）6次産業化人
材育成事業

高知県 61 地域の特性に応じ
た集落営農の推進

H28 ～ 31 担い手育成（経
営）、園芸（野菜）

○高知県では、農業の担い手の高齢化・減少を受け、地域の農業・農村の維持と発展の仕組み
づくりとして集落営農を推進し、成果が上がってきている。H28年度からは、さらにその裾野の拡
大と、集落営農組織のステップアップ・法人化を推進する。
○｢集落営農支援事業」により､農業革新支援専門員と､市町村･農業振興センターが連携し､集
落営農組織の育成及び生産基盤の確立・活動の促進をソフト・ハード両面から支援していく。

○関係市町村・ＪＡ
と連携し、対象地
域の啓発・各種研
修会の実施を行
う。
○市町村が行う集
落営農組織への
施設・機械の導入
支援や、組織への
各種研修会等を支
援し、組織の活動
強化を図る。

（県）集落営農支
援事業

高知県 62 キュウリの産地維
持

H28 ～ 31 担い手育成（就
農）

○高知市春野地区は、県内最大のキュウリ産地であるが、生産農家の高齢化により栽培面積、
生産者数が年々減少している。Ｈ２４年度にＪＡと実施した農業者の意向調査（アンケート）から
キュウリ部会の現状と今後を分析し、今後10年間で生産者が55人減少するという結果となった。

○意向調査の分析結果から新規就農者の受入体制整備を課題として関係機関やキュウリ部会
と共有したうえで、空きハウス（中古ハウス）の確保、研修事業の充実化及び就農支援に取り組
む。併せて規模拡大を推進する際に課題となる労働力不足に対応するため、労働力補完システ
ムを構築する。

ＪＡ、市町村、先進
農業者

(国)農業次世代人
材投資事業
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高知県 63 農薬だけに頼らな
い省力的病害管
理技術の開発と普
及

H28 ～ 31 持続可能な農業・
鳥獣害対策（環
境）（病害虫）

○天敵昆虫を活用したIPM技術が普及しているが、害虫と同時防除を行っていた病害に対する
防除回数が減少したことにより、これまで問題とならなかった病害の発生が増加している。また、
施設キュウリでは、ミナミキイロアザミウマにより伝染されるMYSVによる黄化えそ病の発生が問題
となっている。
○県内の各農業振興センター、農業技術センターなどと連携し、湿度制御や天然物由来防除
資材などを利用した実証ほを複数箇所設置し、ナス、ピーマン、花きなどの灰色かび病やうどん
こ病などの病害に対する防除効果について検討するとともに県域での検討会を開催し、ＩＰＭ技
術の普及を図る。また、施設キュウリにおけるミナミキロアザミウマおよびMYSV対策として、天敵・
農薬・物理的防除法を組み合わせた体系防除を構築する。

県試験研究機関
で開発したIPM技
術を、農業振興セ
ンター、ＪＡ、先進
農業者と連携して
実証調査を行い、
相互に情報共有し
ながら、地域への
普及を図る。

（国）消費・安全対
策交付金事業（食
料安全保障確立
対策事業）
（県）持続的農業
推進事業（環境保
全型農業普及推
進事業-IPM技術
定着促進事業）

高知県 64 新たな水稲奨励品
種「よさ恋美人」の
ブランド化

H30 ～ 31 稲作 ○本県の主食用米の1等米比率は夏期の気象条件により平成18年以降20％以下となっており、
従来品種での品質の向上は困難と考えられている。
○品質の改善を目標として育成され、平成29年度に奨励品種となった「よさ恋美人」は白未熟粒
の発生が少ないだけでなく、極早生の作型で極良食味かつ、高収量性を兼ね備えており、高知
県産米のリレー出荷のブランド化を図るうえで、中心的な品種になると期待されている。
○今後この品種の特性を確実に発揮された生産が普及するよう、農業技術センターでの研究、
実証ほの設置、研修会の実施等の取り組みにより、早進化、高品質・良食味生産を実現する栽
培技術の確立をめざす。
○また、県内外にPRを行っていくことにより、需要を拡大し、有利販売につなげていく。

ＪＡ、先進農業者、
県試験研究機関

(県)県産米ブランド
化推進事業

高知県 65 高知県版ガイドラ
イン準拠ＧＡＰの推
進

H30 ～ 32 生産工程管理 ○ＧＡＰへの対応が求められる背景をうけて、生産工程管理による農業現場のリスク管理や省力
化・効率化を産地の維持・発展につなげるため、これまで取り組んで来た基礎ＧＡＰから農林水
産省ガイドラインに準拠した「高知県版ガイドライン準拠ＧＡＰ」へのレベルアップを図る。
○2020年までに県内全産地で「ガイドライン準拠ＧＡＰ」を実施することを目標に、生産現場での
意識・知識の向上と実践につながる取り組みを行う。

各農業振興セン
ター、ＪＡ

(国)農業生産工程
管理推進事業交
付金
(国)持続的生産強
化対策事業GAP
取組・認証拡大推
進交付金


